
 
令和元年度事業報告書 

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで） 

 

１ 国際ビジネス振興事業（公益目的事業１） 
昨今の経済情勢や会員企業のニーズなどを踏まえ、海外の経済事務所を拠点とした国際ビジネ

ス支援事業、海外訪問・視察の派遣・受入れによる国際ビジネスマッチング事業、国際ビジネス

に関する情報の収集・発信を通じて、北九州地域の国際ビジネスの振興を図った。 

 

（１） 駐大連北九州市経済事務所及び駐上海北九州市経済事務所を拠点にした国際ビジネス支援 

① 「駐大連北九州市経済事務所」の活動 

ⅰ 地元企業の中国ビジネスの支援 

会員企業５社を含め地元企業（11 社）の中国ビジネスについて、現地市場調査、大連市 

政府関係者、販売代理店や販路開拓先の紹介などの支援を行った。 

ⅱ 北九州市のプロモーション活動 

中国東方航空の北九州～大連を結ぶ定期便の開設に伴い、中国人観光客が利用しやすい

環境づくりのため、大連市内旅行会社を対象とした北九州市の観光情報の提供、助成制度

の説明、意見交換会等を開催。同時に、航空会社に対しても北九州市の政策説明や旅行会

社との意見調整などを行い、路線の利用促進、地元の観光振興に努めた。 

ⅲ 中国情報の収集及び発信 

大連に進出している本市企業 13 社(うち会員企業８社)や大連市政府関係機関と意見交

換を行い、現地の情報収集に努めた。また、現地の最新レポート「大連・東北部通信」を

会員等にメール配信するほか、当協会ホームページでも公開し、中国ビジネス情報を提供

した。 

 

②「駐上海北九州市経済事務所」の活動 

ⅰ 地元企業の中国ビジネス支援 

      会員企業６社を含め地元企業（19 社）の中国ビジネスについて、事業環境等の調査、

販路開拓などの支援を行った。 

ⅱ 北九州市のプロモーション活動 

      上海の旅行会社、上海に拠点を置くクルーズ船会社などに対し、北九州市域観光の PR

活動を行った。同時に、中国企業や団体に対して働きかけ北九州市への研修旅行、団体

旅行の誘致を行った。さらに日本への進出を検討しているロボット関連の中国企業に対

し投資誘致活動を行った。 

   ジェトロ地域間交流事業の枠組を活用し、上海市の環境関連企業とのビジネスマッチ

ングを実施した。 

ⅲ 中国情報の収集及び発信 

       上海、江蘇省等に進出している本市企業 12 社(うち会員企業 7 社)や上海市政府関係

機関と意見交換を行い、現地の情報収集に努めた。また、現地の最新レポート「上海通

信」を会員等にメール配信するほか、当協会ホームページでも公開し、中国ビジネス情

報を提供した。 

 



 
ⅳ 駐上海北九州市経済事務所の閉鎖と市関連部局等への引継 

      上海における北九州市経済事務所運営見直しの方針を受け、令和元年１２月３１日に

同事務所を閉鎖。以後、会員企業等の相談については、北九州市の関連部局および北九

州市が設置する「北九州サポートデスク」に引継ぎ対応を依頼している。 

 

（２）国際ビジネスマッチング事業 

  ① 海外訪問・視察等の派遣・受入れ等 

    ・IJB ネット（日本インドネシアビジネス交流会）との意見、情報交換（R１/９/３０） 

・中国大連市政府との意見、情報交換（R１/１０/８）北九州市と連携 

・中国紹興市政府との意見、情報交換（R１/１０/１６） 

・九州中資企業協会一帯一路関係都市視察（R１/１１/１１～１５）中国総領事館と連携 

・中国国際商会青島商会訪問団受入（R１/１１/２０）北九州市と連携 

 

  ② 内外商談会及び見本市等への出展支援 

   ＫＴＩセンターが実施する商談会の運営・支援を行うととともに、海外貿易関係機関によ

る見本市・展示会などについて、会員企業などへの情報提供を行った。 

 

  ③ 国際経済関連団体との連携 

〇海外貿易機関・団体などとの連携 

各国公館や貿易関係機関等と連携し、意見交換、情報交換等を行った。 

・中国江蘇省駐日本経済貿易代表との意見、情報交換（R１/８/３０） 

・タイ国政府日本通商代表との意見、情報交換（（R１/１１/２０） 

・中国総領事離任レセプション出席（R１/１２/１７） 

・中国総領事館経済商技部との意見、情報交換 

・九州経済局国際部との情報交換  ほか 

 

      〇九州貿易協議会連絡協議会(R元年 9/19,20) 

「九州貿易協会連絡協議会」（於：大牟田市開催）において、企業の海外進出、協会の

事業実施・運営、会員増強対策などについて意見交換を行った。 

「九州貿易協会連絡協議会」（於：那覇市開催）において、各団体の事業運営、企業の

海外進出の状況、会員増強対策などについて意見交換を行った。あわせて北九州エリアの

貨物促進のため、沖縄県物流事業者との情報・意見交換や、北九州事業者の紹介等を行っ

た。 

〇経済団体等情報交換会議(R2 年 1/29) 

「経済団体等情報交換会議」（於：福岡市開催）に参加し、地域企業の活動、雇用等に

関する状況等につき情報交換、意見交換を行った。 

 

〇北九州留学生支援ネットワーク会議 

留学生の生活・就職支援についての企画検討会・全体会に関係機関として参加し、外国

人留学生の日本企業就職など、必要な支援、連携についての情報を共有した。 

 



 
３）国際ビジネスアドバイス事業 

  ① 専門アドバイザーによる支援 

国際ビジネスに精通した専門アドバイザー１名を配置し、北九州地域企業への貿易、投資、

技術連携等のアドバイスを行った。 

    【実績】 令和元年度相談件数 109 件 

 

  ② 協会職員による相談業務 

    会員企業からの問い合わせや相談などに対応するとともに、必要に応じて北九州市やジェ

トロ北九州などに紹介した。 

    【実績】 令和元年度相談件数 503 件 

 

（４）国際ビジネスに関する情報の収集・提供 

① 機関誌「北九州貿易情報（GLOBAL VIEW）」の発行 

海外の経済・貿易等に関する最新情報、北九州市の国際経済関連施策、会員企業の紹介、

展示会・商談会・セミナーなどの情報を掲載した協会の機関誌「北九州貿易情報（GLOBAL 

VIEW）」を年 4回発行した。 

 

②  「ＫＦＴＡウィークリ―ニュース」などの配信 

最新のアジア経済情報を紹介する「KFTA ウィークリーニュース」を週１回、会員企業な

どに電子メールで配信した。（配信先 約 150 件） 

また、収集した海外の経済・貿易に関する最新情報、展示会・商談会情報、各種講座・

セミナーの情報等をホームページで提供するとともに、会員企業などにも電子メールで配

信した。 

 

  ③ 「北九州貿易統計」の発行 

北九州港の貿易状況をまとめた「北九州市貿易統計」を発行し、会員企業等に提供した。      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
２ 国際ビジネス環境整備事業（公益目的事業２） 

国際ビジネスの展開・拡大に必要とされる人材育成のための専門研修やインキュベーション施 

設の提供、国際ビジネスに関する講演会・セミナーの開催などを通じて、会員企業などの国際ビ 

ジネス創出の環境整備を行った。 

 

（１）専門研修及びセミナー・講演会等の開催 

① 専門研修事業 

貿易にかかわる契約締結から履行までに必要とされる実務研修のほか、海外ビジネスに必要

となる語学研修に関する講座・各種セミナー等を開催した。 

ⅰ 貿易実務講座 

講座名 内 容 講 師 

初級編 

6/13,14 

（23 名受講） 

貿易実務入門 

（契約の締結・準備・履行） 
立命館アジア太平洋大学 

副学長 横山 研治 氏 
貿易英語入門 

（E-mail 利用のビジネス 

コミュニケーション） 

中級編 

6/20 

（14 名受講） 

貿易実務の個別書類 

について詳細を解説 

立命館アジア太平洋大学 

副学長 横山 研治 氏 

上級編 

7/11  

（８名受講） 

国際取引法の理解 
立命館アジア太平洋大学 

副学長 横山 研治 氏 

実践編 

9/4,5 

（15 名受講） 

海事鑑定・検査 

（一社）日本海事検定協会 九州

第一事業所長、執行役員 

 石田 正明 氏 

信用状取引と外国為替相場 

㈱福岡銀行グローバルソリューシ

ョン部海外ビジネス支援グループ 

副調査役 阿野 梨沙 氏 

貿易実務の実践 
福岡県貿易・国際物流専門アドバ

イザー 松浦  遼 氏 

中止：貿易実務講座実務ロールプレイング編（ジェトロ北九州共同主催）3/4 開催 27 名参加予定 

 

 

ⅱ 国際ビジネスコミュニケーション講座 

 

英会話 

 

初級コース（５名受講） 

10/10,17,24,31,11/7 

（毎週水曜日） 

ジム・ヒックス 氏 



 
 

英会話 

中級コース（４名受講） 

1/8,15,22,29,2/5 

（毎週水曜日） 

ジム・ヒックス 氏 

多読による

英語研修 

平易な英語冊子を多量に読み込み

英語力の向上を図る講座 

第１次 4/22 ～ 7/1（29 名受講） 

第２次 7/8 ～ 9/27（19 名受講） 

第３次 10/7 ～12/15 (16 名受講) 

第４次  1/6 ～ 3/27（9 名受講） 

北九州市立大学 

基盤教育センターひびきの分室 

准教授 岡本 清美 氏 

※ 生産性向上テクノロジーフォーラム （令和元年１０月３０日） 

中小企業の取り組み：企業向け英語プログラムの会合にて、会員企業が効果・経験発表 

 

 

③  各種セミナー事業等 

 

 主催事業 

セミナー名 内 容 講 師 

海外リスクマネジメ

ントセミナー 

４/23（22 名出席） 

海外取引、海外進出に伴う

様々なリスク、輸出債権の未回収、

海外出張中のケガ、製品に関わる

ＰＬ賠償責任、気象災害による貨

物の損害など、それに対する対処

法などを解説、個別相談会も同時

開催。 

三井住友海上火災保険（株） 営

業推進部長  

大坂 建央 氏 

 

安全保障貿易管理 

セミナー 

12/3（27 名出席） 

安全保障に関連し、海外取引・

契約・社内体制等について、トラ

ブル・違反等を回避し、事業を円

滑に進めるため必要な対応を、違

反事例や対応事例など具体的に紹

介しながら解説。 

経済産業省  

安全保障貿易管理自主管理促進

アドバイサー  

識名 朝惠 氏 

㈱グローバル・ビズ・ゲート代

表取締役  

池田 隆行 氏 

アジアからアフリカへ 

企業の海外ビジネス

展開と SDGｓ実現 

2/4（26 名出席） 

スポ－ツ関連企業による、海外

協力連携、海外進出事例の成功事

例・困難事例など紹介しながら、

企業の海外展開に必要な対応など

を解説。また、地域貢献の必要性

を地域貢献事例とともに紹介・解

説 

㈱ギラヴァンツ北九州 

普及事業本部長 下田 功 氏 

SOLTILO㈱  

営業部部長 二村 元基 氏 

ジェトロ北九州等との共同主催 



 
 

共催等事業 

セミナー名 内 容 講 師 

海外駐在員 

活動報告会 

9/2（45 名出席） 

北九州市海外経済事務所、福岡

県海外事務所の所長が、各地域の

実情と事務所の活動内容について

報告。 

北九州市大連経済事務所長 

尾﨑英一 ほか 

福岡県香港事務所長 

福岡県バンコク事務所長 

福岡県サンフランシスコ事務所

長 等 

北九州市、福岡県との共催 

 

 

  ③ 講演会の開催 

   ○主催事業 

    国際ビジネス情報交流会 

・開催日 令和元年５月２７日 

  ・会 場 リーガロイヤルホテル小倉 

  ・講 師 株式会社 NNA 代表取締役社長 岩瀬 彰 氏 

  ・テーマ 米中貿易戦争の今後 

  ・参加者 会員、関係団体、外国公館及び経済・貿易関係機関ほか 93 名 

   

○共催事業 

    西日本工業倶楽部午餐講演会 

（一社）西日本工業倶楽部と連携して、経営者研修及び企業間交流を目的と 

した午餐講演会を開催した。（開催回数 9 回/参加者 337 名） 

      

 

（２） ＫＴＩインキュベーションオフィスの管理運営 

  国際ビジネスの開拓や国際ビジネスの起業促進を目的として、ビジネスを新たに行

おうとする北九州地域の中小企業や起業家の活動を支援するため、スタートアップオ

フィスを提供した。 

入居企業・団体 入居許可期間 

ファームアイ  2014 年 10 月 7 日～2019 年 10 月 6 日  

㈱トーランス 2015 年 1 月 26 日～2020 年 1 月 25 日   

アルファベット㈱ 2016 年 11 月 1 日～2019 年４月３日 

 

 

 

 

 



 
 

３ 協会の活性化（その他事業） 

ＫＴＩセンターにおける協会の役割を果たすため、協会組織の活性化を進めた。 

 

（１）会員サービスの充実 

会員企業のニーズを踏まえた講座・セミナーの開催など、会員サービスの拡充を図るととも

に、そのＰＲなどを通じて、サービス利用拡大を図った。 

 

（２）会員相互の交流促進 

「国際ビジネス情報交流会」や「新年賀詞交歓会」（北九州商工会議所と共催）の開催など

により通じて、会員相互の交流促進を図った。また、通常総会（５月）、理事会（５月、６月、

３月）、正副会長会議（１２月、３月）など所定の会議を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

事業報告附属明細書 

 
令和元年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第３４ 

条第３項に規定する「事業報告の内容を補足する重要な事項」に該当するものはない。 

 

                         令和２年４月 

                         公益社団法人北九州貿易協会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


